
第51回定時株主総会
インターネット開示事項

1．連結注記表
2．個別注記表

上記書類は、法令及び当社定款の規定に基づき、当社ホームページに掲載することに
より、株主の皆様にご提供しているものです。
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1．連結注記表
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　記載金額は各々百万円未満を四捨五入して表示しています。
1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注
記等

　⑴ 連結の範囲等に関する事項
　連結の範囲に含められている連結子会社は43社です。

　 主要な連結子会社は以下のとおりです。
日立建機日本㈱、㈱日立建機ティエラ、㈱日立建機カミ
－ノ、日立住友重機械建機クレ－ン㈱、日立建機（中
国）有限公司、日立建機（上海）有限公司、タタ日立コ
ンストラクションマシナリーCo.,Pvt.,Ltd.、日立建機ア
ジア・パシフィックPte.Ltd.、P.T.日立建機インドネシ
ア、日立建機（ヨーロッパ）N.V.、日立建機ホ－ルディ
ングU.S.A.Corp.、日立建機トラックLtd.、日立建機租
賃 (中国) 有限公司、日立建機 (オーストラリア) Pty
Ltd.

　当連結会計年度より下記の会社の商号変更を行っております。
タタ日立コンストラクションマシナリーCo.,Ltd.からタ
タ日立コンストラクションマシナリーCo.,Pvt.,Ltd.へ変
更

　当連結会計年度より下記のとおり連結の範囲を変更してい
ます。
　株式売却に伴う連結子会社から持分法適用関連会社への移行
　 P.T.日立建機ファイナンス（インドネシア）
　 日立建機リーシング（タイランド）Co.,Ltd.
　吸収合併による連結子会社の減少
　 沖縄日立建機㈱

　⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法適用関連会社
持分法の範囲に含められている関連会社は14社です
　主要な持分法適用関連会社は以下のとおりです。
ユニキャリアホールディングス㈱、鉱研工業㈱、ディア
日立コンストラクションマシナリーCorp、P.T. HEXA
FINANCE INDONESIA、HTC Leasing Company
Limited

　合弁化に伴い、当連結会計年度より下記の会社の商号変更
を行っております。
P.T.日立建機ファイナンス（インドネシア）から、P.T.
HEXA FINANCE INDONESIAに変更
日立建機リーシング（タイランド）Co.,Ltd.からHTC
Leasing Company Limitedに変更

② 持分法非適用関連会社
　㈱コモダエンジニアリング等関連会社５社に対する投資に
ついては、利益、利益剰余金等の面からみて重要性が乏しい
ため、持分法を適用しておりません。

⑶ 連結子会社の事業年度に関する事項
　連結子会社の決算日は以下を除き、連結決算日と一致して
います。
日立建機ホールディングU.S.A.Corp.、日立建機（中国）
有限公司、日立建機（上海）有限公司、日立住友重機械
建機起重機（上海）有限公司、合肥日建機工有限公司、
青島誠日建機有限公司、蘇州誠亜工程機械有限公司、日
立建機租賃（中国）有限公司、内モンゴル北方バリバル
建設特殊車両Co.,Ltd.、日立建機ユーラシア販売LLC、
日立建機ユーラシア製造LLC

　なお、連結財務諸表作成に当たって、これらの会社につい
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を
使用しています。

⑷ 会計処理基準に関する事項
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法
　 その他有価証券

時価のあるもの：連結決算日の市場価格等に基づく時
価法
（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの：主として移動平均法に基づく原価法
　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料及び貯蔵品
　主として移動平均法に基づく原価法
仕掛品
　主として個別法に基づく原価法
（いずれも連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

　 ③ 固定資産の減価償却の方法
　 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法を採用しています。
　 ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
　 ソフトウェア

　主として利用可能期間（５年）による定額法を採用し
ています。

　 その他の無形固定資産
　主として定額法を採用しています。

　 ハ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しています。

　 ④ 引当金の計上基準
貸倒引当金
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　債権の貸倒による損失に備えるため、主として一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しています。

　 ⑤ 収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上していま
す。転リース取引につきましてはリース料受取時に転リ
ース差益として金利部分のみ売上高に計上しています。

　 ⑥ 退職給付に係る会計処理の方法
　 イ 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当期
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっています。

　 ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存勤務年数による定額法によ
って按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理しています。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均
残存勤務年数による定額法により処理しています。

　 ⑦ 繰延資産の処理方法
　 イ 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しています。
　 ロ 社債発行費

　支出時に全額費用として処理しています。
　 ⑧ ヘッジ会計の方法
　 イ ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっています。
　 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

　輸出入取引の為替変動リスクを軽減するため、為替予
約取引を行っています。
　また、長期借入金に係るキャッシュ・フロー変動リス
クを固定化させるため、各調達期間に合わせて金利スワ
ップ取引を行っています。

　 ハ ヘッジ方針
　通貨関連におけるデリバティブ取引については主とし
て米ドル建ての売上契約をヘッジするためのものである
ため、外貨建売掛金及び成約高の範囲で行うこととして
います。
　金利関連のデリバティブ取引については、長期借入金
等の各調達に当たっては長期に安定した金利による調達
を第一と考えているため、調達時の市場実勢に合ったレ
ベルでの金利の固定化を図っています。

　 ニ ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判断時点までの期間におい
て、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変
動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フ
ロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にし
て判断しています。

　 ⑨ 消費税等の会計処理
　主として消費税等の会計処理は税抜方式によっていま
す。

　 ⑩ デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法により評価しています。

⑪ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相
場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為
替換算調整勘定に含めています。

⑫ のれん及び負ののれんの償却に関する事項
　のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれん
の償却については、発生原因に応じ５年間で均等償却して
います。2010年４月１日以降に発生した負ののれんは、
当該負ののれんが生じた連結会計年度の利益として処理し
ています。

⑬ 連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しています。
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2. 連結貸借対照表に関する注記
（百万円）

⑴ 受取手形割引高 577
⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 320,750
⑶ 保証債務
　 債務保証 18,719
　 保証予約 704
⑷ 担保に供している資産
　 売掛金 4,611
　 棚卸資産 5,283
　 賃貸用営業資産 24,553
　 建物及び構築物 4,365
　 機械装置及び運搬具 9,927
　 土地 368
　 上記に対応する債務
　 短期借入金 18,624
　 その他の流動負債 1,000
　 長期借入金 25,854
　 その他の固定負債 1,738

3. 連結損益計算書に関する注記
　⑴ 減損損失に関する注記
　当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産
グループについて減損損失を計上しました。
イ 減損損失を認識した資産または資産グループの概要

区分 内容 種類 減損損失の金額

遊休資産 グループ会社
基幹システム ソフトウェア 441百万円

ロ 減損損失を認識するに至った経緯
　事業計画の変更により投資額の回収が見込めなくな
ったため、減損損失を認識しています。

ハ 資産のグルーピングの方法
　遊休資産については個々の物件ごとにグルーピング
しています。

二 回収可能価額の算定方法
　当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額に
より算定しており、他への転用や売却が困難であるこ
とから正味売却価額を零として評価しています。
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4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式総数 普通株式 215,115,038株
⑵ 自己株式数 普通株式 2,537,814株
　⑶ 配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2014年５月23日取締役会 普通株式 5,313 25 2014年３月31日 2014年５月30日

2014年10月28日取締役会 普通株式 6,376 30 2014年９月30日 2014年11月28日
　

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 日 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額
（百万円） １株当たり配当額（円） 基 準 日 効力発生日

　 2015年５月22日 普通株式 利益剰余金 6,377 30 2015年３月31日 2015年５月29日
　

　⑷ 新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳 新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的
となる株式の数（株） 新株予約権の行使価格（円）

2005年６月28日の株主総会
特別決議による新株予約権 普通株式 74,800 1,557

2006年６月26日の株主総会
特別決議による新株予約権 普通株式 305,000 2,728

2007年６月25日の株主総会
特別決議による新株予約権 普通株式 332,000 4,930

　
5. 金融商品に関する注記
　⑴ 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に建設機械の製造販売事業を行うた
めに必要な設備資金、運転資金、投融資資金を銀行借入や
社債発行等により調達しています。
　一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用することを
基本としており、具体的には親会社である日立製作所グル
ープのプーリング制度を利用し、預け入れを行っていま
す。

　また、短期的な運転資金を銀行借入により調達していま
す。
　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用
しており、投機的な取引は行わない方針です。
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　⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2015年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額（＊1） 時 価（＊1） 差 額

① 現金及び預金 51,752 51,752 0

② 受取手形及び売掛金 206,017 - -

　 貸倒引当金：差引 △6,950 - -

　 受取手形及び売掛金（純額） 199,067 198,834 △233

③ リース債権及びリース投資資産 58,395 - -

　 貸倒引当金等：差引 △3,143 - -

　 リース債権及びリース投資資産（純額） 55,252 53,801 △1,451

④ 投資有価証券

　 その他の有価証券 9,595 9,595 0

　 関連会社株式 482 2,921 2,439

　資産計 316,148 316,903 755

⑤ 支払手形及び買掛金 （139,901） （139,901） 0

⑥ 短期借入金 （129,426） （129,426） 0

⑦ 長期借入金 （87,579） （87,267） 312

⑧ 社債 （60,000） （60,045） △45

　負債計 （416,906） （416,639） 267

⑨ デリバティブ取引（＊2）

　(イ) ヘッジ会計が適用されていないもの 973 973 0

　(ロ) ヘッジ会計が適用されているもの （182） （182） 0

　デリバティブ取引計 791 791 0
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（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（＊２） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）で示しています。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金
　預け入れ期間が短期間であること、また預け入れ期間がないものについていずれも時価が帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっていま
す。
② 受取手形及び売掛金 ③ リース債権及びリース投資資産
　回収期間が一年を超えるものについては、元利金の合計額を新規に同様の取引を行った場合に想定される合理的に見積もれる利率で割り引いて算定す
る方法によっています。
　また、一年以内で決済されるものについては、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっています。
④ 投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっています。
⑤ 支払手形及び買掛金 ⑥ 短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっています。
⑦ 長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。
⑧ 社債
　社債の時価については、元利金の合計額を新規に同様の発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。
⑨ デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約、または借入金に係る支払金利
の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引です。
　先物為替予約に伴うデリバティブの時価の算定方法は先物為替相場によっており、金利スワップ取引に伴うデリバティブの時価の算定方法は取引先金
融機関から提示された価格によっています。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額31,701百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため「④ 投資有価証券」には含めておりません。
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6. １株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 1,975円 73銭
⑵ １株当たり当期純利益 107円 95銭

7. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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8

　記載金額は各々百万円未満を四捨五入して表示しています。
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
　 子会社株式及び関連会社株式
　 移動平均法に基づく原価法
　 その他有価証券
　 時価のあるもの：事業年度末の市場価格等に基づく時価

法
（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　 時価のないもの：移動平均法に基づく原価法
　⑵ たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 商品及び製品、原材料及び貯蔵品

　移動平均法に基づく原価法
　 仕掛品
　 個別法に基づく原価法

（いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

　⑶ 固定資産の減価償却の方法
　 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。
　 ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。但し、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利用可能期間（５年）によ
る定額法によっています。

　 ハ リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっています。

　⑷ 引当金の計上基準
　 イ 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しています。

　 ロ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
います。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の
とおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を
当期までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっています。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各期の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務年数による定額法によっ
て按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理し
ています。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務年数による定額法により費用処理して
います。
　なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤
務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照
表と異なります。

　 ハ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規により計
算した事業年度末時点の見積額を計上しています。な
お、2008年３月31日開催の報酬委員会において、
2008年度に係る報酬より役員退職金制度を廃止し、制
度適用期間に対応する退職慰労金については取締役及び
執行役の退任時に支給することを決定しています。

　⑸ 繰延資産の処理方法
　 イ 株式交付費

　支出時に全額費用として処理しています。
　 ロ 社債発行費
　 支出時に全額費用として処理しています。
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　⑹ ヘッジ会計の方法
　 イ ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっています。
　 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

　輸出入取引の為替変動リスクを軽減するため、為替予
約取引を行っています。また、長期借入金でキャッシ
ュ・フロー変動リスクを固定化させるため、各調達期間
に合わせて金利スワップ取引を行っています。

　 ハ ヘッジ方針
　通貨関連におけるデリバティブ取引については主とし
て米ドル建ての売上契約をヘッジするためのものである
ため、外貨建売掛金及び成約高の範囲で行うこととして
います。
　金利関連のデリバティブ取引については、長期借入金
の各調達に当たっては長期に安定した金利による調達を
第一と考えているため、調達時の市場実勢に合ったレベ
ルでの金利の固定化を図っています。

　 ニ ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい
て、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動
の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー
変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判
断しています。

　⑺ 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってい
ます。

　⑻ デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法により評価しています。

　⑼ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

　⑽ 連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しています。

2. 貸借対照表に関する注記
（百万円）

⑴ 有形固定資産減価償却累計額 141,636
⑵ 保証債務
　 債務保証 8,245
　 保証予約 704
⑶ 関係会社に対する金銭債権債務
　 短期金銭債権 126,736
　 短期金銭債務 75,616
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3. 損益計算書に関する注記
（百万円）

⑴ 関係会社との取引高
　 営業取引
　 売上高 303,202
　 仕入高 143,308
　 営業取引以外の取引による取引高の総額 29,992
　⑵ 減損損失に関する注記

　当事業年度において、当社は、以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。
イ 減損損失を認識した資産または資産グループの概要

区分 内容 種類 減損損失の金額

遊休資産 大阪茨木旧営業
支店用物件 土地 510百万円

遊休資産 グループ会社
基幹システム ソフトウェア 441百万円

ロ 減損損失を認識するに至った経緯
　遊休資産については、事業計画の変更または保有の見
直しにより投資額の回収が見込めなくなったため、減損
損失を認識しています。

ハ 資産のグルーピングの方法
　遊休資産については個々の物件ごとにグルーピングし
ています。

二 回収可能価額の算定方法
　当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により
算定しており、土地については実際売却価額として、ソ
フトウェアについては他への転用や売却が困難であるこ
とから零として評価しています。

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数
　普通株式 2,537,814株

5. 税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（百万円）
繰延税金資産（流動）
　 繰越欠損金 387
　 未払賞与 1,403
　 未払費用 2,049
　 貸倒引当金 92
　 たな卸資産評価減 1,577
　 その他 134

小 計 5,642
　 評価性引当額 92

合 計 5,550

繰延税金負債（流動）
　 未収還付保険金 1,788
　 その他 423

合 計 2,211
繰延税金資産（流動）の純額 3,339

繰延税金資産（固定）
　 繰越欠損金 2,256
　 関係会社株式評価損 12,056
　 投資有価証券評価損 3,244
　 退職給付引当金 1,574
　 減損損失 26
　 その他 6,305

小 計 25,461
　 評価性引当額 22,461

合 計 3,000
繰延税金負債（固定）
　 前払年金費用 2,688
　 圧縮記帳積立金 384
　 特別償却準備金 60
　 有価証券評価差額金 1,794
　 その他 764

合 計 5,690
繰延税金負債（固定）の純額 2,690
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6. 関連当事者との取引に関する注記
　⑴ 親会社及び法人主要株主等
　

属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 ㈱日立製作所 東京都
千代田区

458,791
百万円

電気機械器具他
各 種 製 品 の 製
造・販売及びサ
ービス

被所有
直接
50.9
間接
0.6

資金の貸借
等
役員の兼任

借 入 金 の 返 済
(注) 12,440

短期借入金 21,578預入れ利息
(注) 4

借入金利息
(注) 19

　

取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注) 資金の集中管理を目的とした日立グループ・プーリング制度に加入しており、資金の融通は日々行われているため取引金額は前事業年度末時点との差引き金額を

表しています。
資金の預入れ・借入れについては、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は提供していません。

　⑵ 子会社等
　

属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱日立建機ティエ
ラ

滋賀県
甲賀市

1,441
百万円

ミニショベル等
の製造、販売、
サービス

所有
直接
100.0

当社製品の
製造

製品の購入等
(注１) 70,379 買掛金 29,039

子会社 日立建機日本㈱ 埼玉県
草加市

5,000
百万円

建設機械のレン
タル、販売サー
ビス

所有
直接
100.0

当社製品の
販 売、 賃
貸、サービ
ス
役員の兼任

製品の販売等
(注２ ６) 105,536 売掛金 27,188

資金の払戻等
(注３) 5,347

預り金 25,405
利息の支払等
(注４) 42

子会社 日立建機リーシン
グ㈱

埼玉県
草加市

50
百万円

建設機械等の割
賦販売、リース

所有
直接
100.0

当社製品の
リース

利息の受取
(注４) 226 長期貸付金 10,455

子会社 日立建機トレーデ
ィング㈱

東京都
台東区

100
百万円

建設機械、部品、
販促品等の販売
及び輸出入

所有
直接
100.0

当社製品の
販売

製品の販売
(注２) 22,341 売掛金 7,647

子会社 日立住友重機械建
機クレーン㈱

東京都
台東区

4,000
百万円

クレーンの製造、
販売

所有
直接
50.0

資金の貸借
等

資金の預り等
(注３) 4,531

預り金 6,389
利息の支払等
(注４) 10

子会社
日立建機ホールデ
ィ ン グ U.S.A.
Corp.

アメリカ
ノースカロラ
イナ州

1,000
千米ドル

建設機械の販売、
サービスの委託

所有
直接
100.0

当社製品の
販売

製品の販売
(注２ ５) 29,549 売掛金 7,806

子会社 日立建機アジア･パ
シフィック Pte. Ltd.

シンガポール
パイオニアウ
ォーク

25,633
千米ドル

建設機械の販売、
サービス

所有
直接
100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注２ ５) 28,045 売掛金 8,131

子会社 日立建機ユーラシ
ア販売LLC

ロシア
モスクワ

150,000
千ルーブル

建設機械の販売、
サービス

所有
直接
100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注２) 14,109 売掛金 3,172

子会社 日立建機(ヨーロッ
パ) N.V.

オランダ
オースターハ
ウト

70,154
千ユーロ

建設機械の製造、
販売、サービス

所有
直接
98.9

当社製品の
製造、販売
役員の兼任

製品の販売等
(注２) 65,354 売掛金 20,937
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属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 日立建機(中国)有限
公司 中国安徽省 1,500,000

千元
建設機械の製造、
販売

所有
直接
81.3

当社製品の
製造、販売
役員の兼任

キーコンポー
ネントの販売
等
(注２ ５)

11,999 売掛金 2,805

資金の借入 10,648
短期借入金 10,648

未払利息 4

子会社 日立建機(オースト
ラリア)Pty Ltd.

オーストラリ
ア
ニューサウス
ウェールズ州

22,741
千豪ドル

建設機械の販売、
サービス

所有
直接
80.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売
(注２ ５) 13,710 売掛金 5,811

子会社 P.T.日立建機インド
ネシア

インドネシア
チビトン

17,200
千米ドル

建設機械の製造、
販売

所有
直接
48.1
間接
33.9

当社製品の
製造、販売
役員の兼任

債務保証
(注７) 901 ― ―

子会社 日立建機アフリカ
Pty.Ltd.

南アフリカ
ダンスワート

167,935
千ランド

建設機械の販売、
サービス

所有
直接
100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売等
(注２) 11,244 売掛金 9,191

子会社 日 立 建 機 中 東
Corp.FZE.

アラブ首長国
連邦
ドバイ

500
百万円

建設機械の販売、
サービス

所有
直接
100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売等
(注２) 12,250 売掛金 5,784

関連会社
ディア日立コンス
トラクションマシ
ナリーCorp.

アメリカ
ノースカロラ
イナ州

58,800
千米ドル

建設機械の製造、
販売、サービス

所有
直接
50.0

当社製品の
製造、販売
役員の兼任

キーコンポー
ネントの販売
等
(注２)

32,285 売掛金 12,688

　

取引金額については消費税等を除いて表示しており、期末残高については国内取引に関しては消費税等を含めて表示しています。
取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注１) 仕入価格は市場価格等を参考にして、毎期交渉の上決定しています。
(注２) 販売価格は市場価格等を参考にして、毎期交渉の上決定しています。
(注３) 関係会社等の資金を当社に集中し、その資金を資金需要のある関係会社等へ貸付けるプーリング制度に基づく資金の貸付または預りであり、貸付及び預りに伴

う利息は市場金利を勘案して決定しています。なお、資金の貸付及び預りの取引金額は当期首残高からの増減額を表示しています。
(注４) 利息の受取・支払については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
(注５) 取引金額及び売掛金残高には商社取引分が含まれています。
(注６) 取引金額及び売掛金残高にはリース会社取引分が含まれています。
(注７) 銀行借入につき、債務保証を行ったものです。

　⑶ 兄弟会社等
　

属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社
の
子会社

日立キャピタル㈱ 東京都
港区

9,983
百万円

金融サービス事
業

所有
直接
―

被所有
間接
―

当社製品の
リース及び
当社の取引
先に対する
支払業務の
委託

当社の取引先
に対する支払
業 務 の 委 託
（注）

59,119

買掛金 18,308

未払金 260

　

取引金額については消費税等を除いて表示しており、期末残高については消費税等を含めて表示しています。
取引条件ないし取引条件の決定方針等
(注) 仕入価格は市場の実勢価格により決定しています。
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7. １株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 1,017円 23銭
⑵ １株当たり当期純利益 18円 16銭

8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

定時株主総会インターネット開示事項 （宝印刷）  2015年05月22日 16時14分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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